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これまでの経緯と趣旨 

  

松伏町教育委員会（以下「町教育委員会」とする。）では、平成２９年度に町内の教職員

から選出した構成委員（校長会代表、教頭会代表、主幹教諭、教諭、養護教諭、事務職員）

による「松伏町立小中学校負担軽減検討委員会」を中心に松伏町立小・中学校における業

務改善について検討を進めてきました。それを基に、町内共有フォルダのデータベース化、

指導要録の電子化、IC カードによる出退勤時刻の把握、夏季休業期間における学校閉庁日

の設定、留守番電話の導入、町教育委員会主催の研修会の見直し等を推進し、より効果的

な教職員の負担軽減に取り組んできたところです。 

 その一方、近年、学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中で、学校の担う役割が拡

大し続け、現在の教職員への負担軽減策では対応しきれない状況にあります。それに加え、

新学習指導要領の本格実施に伴う新たな教育課程への対応などにより、更なる時間の確保

が必要になってきています。 

 県教育委員会の平成２８年度教職員の勤務状況調査（以下「勤務状況調査」という。）に

よると、勤務時間を除いた１か月の在校時間が４５時間を超える教諭の割合は、小学校  

７８．５％、中学校８１．２％でした。また、勤務時間を除いた１か月の在校時間が８０

時間を超える教諭の割合は、小学校２３．４％、中学校３１．６％と、教諭の在校時間の

長時間傾向が明らかとなりました。こうした中で「『授業やその準備に集中できる時間』、

『子供と接する時間』及び『自ら専門性を高めるための時間』の確保、教職員の健康維持

増進」が課題となっており、これらの課題に早急に対応する必要があります。 

 平成３０年６月に「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立

しました。また、平成３１年１月に中央教育審議会の答申において児童生徒に対して効果

的な教育活動を持続的に行うため「学校における働き方改革」の総合的な方策が示されま

した。それを受け、文部科学省は「在校等時間」の超過勤務の上限を原則１か月当たり、

４５時間以内、１年当たり３６０時間以内等と勤務時間の上限の目安を示した「公立学校

の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」を示しました。 

 これらを踏まえて、町立小・中学校の「学校における働き方改革基本方針」（以下「基本

方針」とする。）を策定しました。 

 町教育委員会といたしましては、今後も教職員が子供たちの指導に専念できるよう教職

員の多忙化解消・負担軽減を進め、教育の質の維持向上に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



学校における働き方改革基本方針の基本的な考え方 

１ 目 的                                     
 
  働き方改革を推進し、学校教育の質の維持向上を図る 
 

 県教育委員会が平成２８年度に実施した「勤務状況調査」により、教員の在校時間が長

時間傾向となっていることが明らかになりました。 

 学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中で、学校の担う役割が拡大1し続けるととも

に、新学習指導要領が実施され、「外国語活動・外国語科」、「プログラミング教育」等の新

たな学習への対応等により更なる時間の確保が必要となっています。 

 そのような中、教員が健康を害すれば、その家族や子供たちへの影響は計り知れません。  

 毎日健康で子供たちの前に立ち、未来を生き抜くために必要な力を育むためにも、教員

が授業やその準備をはじめとした専門性に基づく教育活動に全力で専念することで、学校

教育の質の維持向上を図る必要があります。 

 このため、町教育委員会では、教員のほか、事務職員等も含めた全ての教職員を対象と

した「基本方針」を策定することで、働き方改革を推進し、実効ある多忙化解消・負担軽

減を確実に進め、学校教育の質の維持向上を図ることとしました。 
  

２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状（勤務状況調査より）               

 

 

 

 

  

  

  「勤務状況調査」では、(1)のとおり、勤務時間及び土日を除いた１か月の在校時間が

４５時間を超える教諭の割合や、８０時間を超える教諭の割合が高いことが分かりまし

た。 

  厚生労働省の「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定

基準」によると、月当たりの時間外労働がおおむね４５時間を超えて長くなるほど、脳・

心臓疾患の発症と業務との関連性が「徐々に強まる」とされています。また、当該疾患

の発症前２か月から６か月間平均で、月当たりの時間外労働が８０時間を超えた場合は、

発症と業務との関連性が「強い」とされています。 

  (2)の「勤務時間を除いた在校時間における主な執務内容」からは、全ての学校種別で

「授業準備」が上位を占めていること、中学校や高校全日制では部活動の割合が高く、

いわゆる「超勤４項目 1」以外の業務に教諭が対応している時間が長時間化している実態

が生じていることが明らかになりました。 

 

 

 

                                                   
1 公立学校の教育職員に時間外勤務を命ずる場合は、臨時又は緊急のやむを得ない必要があるときに限り、次の四つの業務に従事する場

合とする。①校外実習その他生徒の実習に関する業務、②修学旅行その他学校の行事に関する業務、③職員会議（設置者の定めるとこ

ろにより学校に置かれるものをいう。）に関する業務、④非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合そ

の他やむを得ない場合に必要な業務。 

(1)在校時間 ①勤務時間を除いた１か月の在校時間が４５時間を超える教諭の割合（土日を除く） 
        [小学校]78.5%  [中学校]81.2%  [高校全日制]54.2%  [特別支援学校]35.9% 
       ②勤務時間を除いた１か月の在校時間が８０時間を超える教諭の割合（土日を除く） 
        [小学校]23.4%  [中学校]31.6%  [高校全日制]10.8%  [特別支援学校] 3.5% 

(2)勤務時間を除いた在校時間における主な執務内容 
  ［小学校] 授業準備 44.2% 学級経営 25.6% ［中学校] 授業準備 32.2% 部活動 24.7% 
  ［高校全日制］ 部活動 28.1% 授業準備 26.2% ［特別支援学校] 授業準備 36.8% 校務分掌 12.5%         
    ※校務分掌とは、進路指導や生徒指導など学校運営上必要な業務分担をいう。 

 

 

 



３ 課 題                                     
 

 

 

 
 

  「２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状」から、教諭の在校時間の長時間傾向

が明らかとなり、また、新学習指導要領への円滑な対応が必要なことから「授業やその

準備に集中できる時間」、「子供と接する時間」及び「自ら専門性を高めるための時間」

の確保や、教職員の健康維持増進が解決すべき課題となっています。 

 

４ 目 標                                          

 

 教員*1の在校等時間*2の超過勤務*3の上限を「公立学校の教師の勤務時間の上限に関する

ガイドライン（文部科学省）」で規定された「原則 ①月４５時間以内 ②年３６０時間

以内」とする。  

 *1 行政職員等（事務職員等、技術職員、技能職員及び学校栄養職員）については、「３６協定」を

締結する中で働き方改革推進法に定める時間外労働の規制及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関

する条例」、「学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則」等の上限規制が適用される。 

  *2 文部科学省が策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」に基づくもの。 

   在校等時間＝①在校時間－②校内の自己研鑽
けんさん

等の時間＋③校外の研修や子供引率等の時間－④休憩時間 

  ①…学校に出勤で到着した時間から、帰宅のために学校を出る時間までの時間 

   ②…所定の勤務時間外に校内において自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自

己研鑽の時間やその他業務外の時間。自己申告に基づき除く。 

    ※自己研鑽の時間とは、例えば、教師が幅広くその専門性や教養を高めるために学術書や専門

書を読んだり、教科に関する論文を執筆したり、教科指導や生徒指導に係る自主的な研究会

に参加したり、自らの資質を高めるために資格試験のための勉強を行ったりする時間 

    ※その他業務外の時間とは、例えば、朝早めに出勤して新聞を読んだり読書をしたりする時間

や、勤務時間終了後の夕食の時間、学校内で実施されるＰＴＡ活動に校務としてではなく参

加している時間、地域住民等としての立場で学校で行われる地域活動に参加している時間等 

   ③…校外での勤務について、職務として行う研修への参加の時間や子供の引率等の職務に従事し

ている時間。時間外勤務命令に基づくもの以外も含める。 

    ※職務として行う研修とは、初任者研修や中堅教諭等資質向上研修といった法定研修のほか、

県教育委員会主催の研修等、職務命令により参加する各種の研修が含まれる。ただし、職務

専念義務を免除されて行う研修（いわゆる「職専免研修」）は、ここでいう「職務として行

う研修」には含まれない。 

    ※職務として行う子供の引率等とは、校外学習や修学旅行の引率業務、勤務時間内の部活動の

競技大会・コンクール等への引率業務のほか、勤務時間外の部活動の練習試合等への引率業

務等が含まれる。このほか、家庭訪問、警察や児童相談所等の関係機関との打合せ等が挙げ

られる。 

 *3 「在校等時間の超過勤務」とは、在校等時間から正規の勤務時間を減じた時間である。 

   （その他） 

    ※自宅等に持ち帰って業務を行った時間については、「在校等時間」には含まれない。 

    ※週休日や休日等の業務も、校務として行っている勤務の時間については「在校等時間」に含

まれる。     

 

「授業やその準備に集中できる時間」、「子供と接する時間」及び「自ら専門性を高め

るための時間」の確保、教職員の健康維持増進 

 

 



  「２ 調査から見えてきた教諭の働き方の現状」及び「３ 課題」を解決するために、

「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン（文部科学省）」を踏まえ、以

下のように本町における目標を策定しました。 

  

  教員の在校等時間の超過勤務の上限を「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガ

イドライン（文部科学省）」で規定する以下(1)及び(2)とします。 

  (1) 原則、以下のア及びイを満たすものとします。 

  ア １か月の超過勤務が４５時間以内 

  イ １年間の超過勤務が３６０時間以内 

   

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 特例的な扱い 

   子供に係る臨時的な特別の事情により勤務せざるを得ない場合2についても、以下の

ア及びイを満たすものとします。 

  ア １年間の超過勤務が７２０時間以内 

  イ ①１か月の超過勤務が１００時間未満 

    ②連続する複数月（２か月、３か月、４か月、５か月、６か月）のそれぞれの期

間について、各月の超過勤務の１か月当たりの平均が８０時間以内 

    ③１か月の超過勤務が４５時間を超える月が６か月まで   

    

    

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  ここでいう在校等時間の超過勤務とは、在校等時間から正規の勤務時間を減じた時間

とします。 

  なお、行政職員等（事務職員等、技術職員、技能職員及び学校栄養職員）については、

いわゆる「３６協定」を締結する中で「働き方改革を推進するための関係法律の整備に

関する法律」に定める時間外労働の規制及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条

例」、「学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則」等の上限規制が適用されます。 

 

  この目標達成に向け、総合的な取組を行うことにより、全ての町立小・中学校におけ

る在校等時間の長時間化の改善を図ることとします。 

                                                   
2 具体の事案の内容に応じ、校長が判断することとなるが、例えば、学校事故等が生じて対応を要する場合や、いじめやいわゆる学級 

 崩壊等の指導上の重大事案が発生し子供に深刻な影響が生じている、また生じるおそれのある場合などが想定される。 

４５時間

０時間

年の上限は３６０時間

月の上限は４５時間

１００時間

４５時間 ③月

０時間

②月

④月

⑤月

⑥月
①月

２～６か月の平均が８０時間以内 月の上限は１００時間未満
月４５時間を超える

超過勤務は年６か月

年の上限は７２０時間



５ 目標達成に向けた四つの視点＋先行事例の紹介                   

 

 

 

 

 

 

  

  教職員は、学習指導、児童・生徒指導、進路指導、学級経営、学校運営業務等の学校

が担うべき業務のほか、その関連業務についても範囲が曖昧なまま行っている実態があ

り、これらの業務の中には、必ずしも教職員が担う必要のない業務が含まれています。 

  「４ 目標」達成のためには、教職員の健康管理を意識した働き方や教職員定数の改

善等の教育条件の整備、教職員の専門性を踏まえ、子供に直接関わる教育活動から遠い

ものより優先順位をつけて業務を削減することや、保護者や地域の理解・連携が不可欠

となります。そのため、「教職員の健康を意識した働き方の推進」、「教職員の専門性を踏

まえた総業務量の削減」、「教職員の負担軽減のための条件整備」、「保護者や地域の理解

と連携の促進」の四点を目標達成のための視点としました。この視点を組み合わせて、

総合的な対策を講じていくこととします（「（松伏町立小・中学校における目標達成に向

けた四つの視点と主な取組」を参照）。 
 

６ フォローアップ                                 

 
 
 
 
 
 
  働き方改革の取組を着実に実施していくため、(1)及び(2)により、業務改善の取組を

促進し、フォローアップを行います。 

 (1)については、ＩＣカード等による勤務管理システムを導入し、教職員の在校時間を客

観的に把握することで、各学校においては教職員の健康管理を行います。 

 (2)については、必要に応じ「松伏町負担軽減検討委員会」を開催し、協議、意見聴取を

行います。 
 

７ 今後の進め方                                  

  町教育委員会や町立小・中学校においては、この「基本方針」に基づき、取組を進め

ます。 

 

 

 

 

 

(1)ＩＣカード等、客観的な在校時間の把握による各学校での教職員の健康管理への 

 活用 

(2)必要に応じ「松伏町負担軽減検討委員会」を開催し、意見聴取、取組状況の評価・

改善 

○教職員の健康を意識した働き方の推進 

○教職員の専門性を踏まえた総業務量の削減 

○教職員の負担軽減のための条件整備 

○保護者や地域の理解と連携の促進 

(3) 教職員の意識啓発 

(4)教員以外の人材や保護者及び地域の力の活用 

 

 

  時間を確保するための環境整備 

 



松伏町立小・中学校における目標達成に向けた四つの視点と主な取組（詳細） 
 

教職員の健康を意識した働き方の推進                  
 

○教職員の健康管理の推進 

 ○【町・学校】定期健康診断やストレスチェックの受診勧奨を行うと共に、勤務が長時間 

となっている教職員に産業医等による面接指導の勧奨を働きかけます。 

 ○【町・学校】面接指導を受けた教職員への校内協力体制の確立や校務分掌の見直しなど 

の適切な対応について各学校に働きかけると共に、健康維持増進の視点から休暇等 

の取得推進を呼びかけます。 

 ○【町・学校】教職員の健康管理推進のため、ＩＣカード等による客観的な方法を活用し 

て在校時間を把握すると共に、在校時間に応じた声かけを行うよう各学校に働きか 

けます。 

○【町・学校】学校閉庁日を設定し、健康維持増進の視点から休暇等取得推進を働きかけ 

ます。 

 

○労働安全衛生法に基づく職場改善 

 ○【町】各学校に対し、労働安全衛生法に基づく労働安全衛生管理体制を整備するよう働 

    きかけます。 

 

○週休日の振替や休暇等を取得しやすい職場環境の整備 

 ○【町】週休日の振替等、週休日の確保が適切に行われるよう、各学校へ確実に周知する 

と共に、校長会等で指導・助言します。 

 ○【町・学校】教職員に対して「休暇案内」や「子育て応援ハンドブック」等を配布し、 

説明することにより、制度等の一層の理解を深めます。 

 ○【町・学校】職場全体における育児や介護、傷病の支援に係る意識啓発を促し、働きや 

すい職場環境づくりを目指します。 

○【町・学校】妊娠教職員の勤務軽減の改善に向けて努力します。 

○【町】産前産後休暇、育児休業等を取得する教職員の状況について早期に把握し、適切 

にサポートできる体制を整えるなど速やかに職場全体を支援します。 

 

教職員の専門性を踏まえた総業務量の削減                                  
  

○町教育委員会が主催する研修及び会議の見直しによる縮減 

 ○【町】県主催の各研修と内容の重複がある場合、内容の見直しや縮小及び実施方法の工 

夫を行います。 

 

○学校への調査等の縮減の推進 

 ○【町】新たな施策、調査等を実施する場合は、スクラップアンドビルドに努めます。 

 ○【町】町教育委員会の学校訪問について、過度な対応や接遇は必要ない旨や訪問の際の 

資料等の簡略化、学校の業務状況へ配慮をするよう働きかけます。 

 



○関係団体等が主催する大会、コンクール等の縮減の要請 

 ○【町】各種教科団体等が行う文化的行事や展覧会等について、縮減、廃止等の見直しを 

するよう働きかけます。 

 ○【町・学校】各学校で実施されている体育的行事については、児童生徒や教職員の健康 

や安全に配慮し、大会の厳選や大会までの取組を含めた実施運営上の見直しを検討 

するように働きかけます。 

 ○【町】各種関係団体に対し、週休日等に実施される大会や記録会において、安易に学校 

職員を運営要員としないよう求めるとともに、大会や記録会等の縮減を含んだ負担 

軽減を図るよう働きかけます。 

 

教職員の負担軽減のための条件整備                        
 

○教育条件整備 

 ○【町】児童生徒の実態を考慮し、小学校２年生、中学校１年生での少人数学級編制を引 

き続き実施します。 

 ○【町】教職員定数の改善等について、あらゆる機会を捉えて県に要望します。 

 

○専門職員の配置及び障害者雇用の推進 

○【町】多様な児童生徒や保護者の悩みへの対応のため、スクールカウンセラー及びス 

    クールソーシャルワーカー、さわやか相談員の配置と運用の工夫に努めます。                     

○【町】障害者会計年度任用職員の雇用を推進します。 

○【町】児童生徒の学力向上に資するため、学習支援員の配置を推進します。 

○【町】外国語学習及び英語の授業における教員の補助に資するため、語学指導補助員の 

配置を推進します。 

 

保護者や地域の理解と連携の促進                   
 

○教職員の働き方改革に関する保護者や地域の理解の促進 

 ○【町】「学校における働き方改革基本方針」の取組について、保護者や地域の理解促進を 

図ります。 

 ○【町】「地域とともにある学校づくり」を推進し、地域・保護者・学校の適切な役割分担 

及び相互の協力連携により、働き方改革を推進します。 

 ○【町】放課後から夜間などに実施する見回り等については、地域の実情に応じて必要性 

を精査するよう働きかけます。 

 

○「ふれあいデー」及び「学校閉庁日」の設定の推進 

○【町・学校】「ふれあいデー」に関する趣旨を確実に周知するとともに、実施状況を適 

切に把握し、適正に実施するよう引き続き働きかけます。また、保護者や地域に対 

しても丁寧な説明を行うように働きかけます。 

 

 

 



○「松伏町立中学校における部活動ガイドライン」の推進 

○【町・学校】松伏町立中学校における部活動ガイドラインに則り、生徒及び教職員の心 

身のバランスの取れた生活を推進するため、生徒及び保護者に「部活動の在り方に 

関する方針」の意義について丁寧に説明を行うよう働きかけます。 


